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令和 ８年 ９月 １日 

 

川南町長  宮 崎  吉 敏      

 

川南町告示第１２３号 

 

川南町空き住宅片付け事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、川南町空き家バンク要綱（令和６年川南町告示第３０号）に基づく川

南町空き家バンク（以下「空き家バンク」という。）への物件登録推進を図るため、空き

住宅にある家財道具等の処分、運搬及び屋内外の清掃（以下「片付け」という。）に係る

経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、補助金等の交付に関する規

則（昭和５０年川南町規則第１２号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「空き住宅」とは、川南町空き家バンク要綱第２条第１項に規定

する空家等をいう。ただし、店舗や事務所等を併用する住宅については、居住の用に供す

る部分に限るものとする。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、外国人

の場合にあっては、永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者又は特別永住

者のいずれかの在留資格を有する者とする。 

（１） 空き家バンクに登録している空き住宅の所有者又は事業完了後に空き家バンクに

当該空き住宅を登録する空き住宅の所有者 

（２） 空き家バンクを利用して空き住宅の購入の契約をし、事業完了後に当該空き住宅

に住所を有する者のうち、次の全ての要件を満たすもの 

ア ２親等以内の親族から空き住宅を購入したものでないこと。 

イ 当該空き住宅に２年以上居住しようとする者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号いずれかに該当する場合は、補助金の交付の対象外

とする。 

（１） 空き家バンクを利用して、空き住宅の売買契約を締結した日から２年以上経過し

ている場合 

（２） 町税の滞納その他町に対する債務（以下「町税等」という。）の不履行がある

（同一世帯員を含む。）場合 

（３） 規則第４条の２第１号及び第２号の規定に該当する者からの申請である場合 

（４） その他町長が不適当であると認めた場合 

（補助対象経費及び補助額） 

第４条 補助の対象となる経費は、片付けに要する経費（消費税及び地方消費税等を含む。

以下同じ。）で、当該経費が５万円以上のものとする。 



２ 前項の規定により補助対象経費を算出する場合において、次に掲げる経費が含まれると

きは、これを除くものとする。 

（１） 国、県又は町の他の制度の補助、融資等の対象となる経費 

（２） その他町長が補助対象として適当でないと認める経費 

３ 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額とし、１０万円を限度とする。 

４ 前項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その額を切り

捨てた額を補助額とする。 

５ この補助金は、同一の空き住宅の所有者に対して１回に限り交付するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付の申請をしようとする者は、規則第３条第１項の補助金等交付申請書

に代えて、川南町空き住宅片付け事業補助金交付申請書（様式第１号）を提出しなければ

ならない。 

２ 規則第３条第４号のその他町長が必要と認める書類は、次に掲げる書類とする。 

（１） 誓約書（様式第２号） 

（２） 空き住宅の売買契約書の写し 

（３） 空き住宅の片付けに要する経費の見積書の写し 

（４） 空き住宅の片付けに着手する前の写真 

（補助金の交付決定） 

第６条 前条の申請書の提出があったときは、規則第４条第２項の補助金等交付決定通知書

に代えて、川南町空き住宅片付け事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）に

より申請者に通知しなければならない。 

（補助金の変更又は中止等） 

第７条 規則第７条第２項本文の規定による変更又は中止をするときは、川南町空き住宅片

付け事業補助金変更・中止承認申請書（様式第４号）を町長に提出し、その承認を受けな

ければならない。 

２ 規則第７条第２項ただし書の町長が別に定める範囲内は、補助対象経費の２０パーセン

ト以内の増減とする。 

３ 町長は、第１項の川南町空き住宅片付け事業補助金変更・中止承認申請書の提出があっ

たときは、速やかに審査し、その結果について川南町空き住宅片付け事業補助金変更等承

認（不承認）通知書（様式第５号）により、申請者に通知する。 

（実績報告） 

第８条 申請者は、当該片付けを完了したときは、完了後３０日以内又は年度末のいずれか

早い日までに、規則第１１条の補助事業等実績報告書に代えて、川南町空き住宅片付け事

業補助金実績報告書（様式第６号）を町長に提出しなければならない。 

２ 規則第１１条の事業実施調書及びその他関係書類は、次に掲げる書類とする。 

（１） 片付けに要する経費の支払を証する書類の写し 

（２） 空き住宅の片付け後の写真（交付申請時に提出した写真と同じ箇所を撮影したも

の） 

（補助金の額の確定） 

第９条 町長は、前条の規定による報告を受けた場合において、報告書等の書類の審査及び

必要に応じて行う現地調査等により、当該補助事業等の成果が交付決定の内容及びこれに



付した条件に適合すると認めたときは、規則第１２条の補助金等交付額確定通知書に代え

て、川南町空き住宅片付け事業補助金交付確定通知書（様式第７号）により、その旨を申

請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１０条 規則第１０条に規定する補助金等の請求は、川南町空き住宅片付け事業補助金請

求書（様式第８号）による。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１１条 規則第１４条第１項第６号のその他の交付決定の内容又は条件は、次に掲げる事

項とする。 

（１） 補助事業の対象となった空き住宅を、補助金の交付を受けた日から２年以内に譲

渡し、交換し、又は貸付け（第３条第１項第２号に規定する者に限る。）したとき。 

（２） 補助事業の対象となった空き住宅から、補助事業者及びその世帯員全員が、補助

金の交付を受けた日から２年以内に転居したとき。 

（委任） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この告示は、公表の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。 

（暫定的効力） 

３ 第１１条の規定について、この告示の廃止後においても廃止の日から２年の間、なおそ

の効力を有する。 



様式第１号（第５条関係） 

 



様式第２号（第５条関係） 

 

様式第３号（第６条関係） 

 



様式第４号（第７条関係） 

 



様式第５号（第７条関係） 

 



様式第６号（第８条関係） 

 



様式第７号（第９条関係） 

 



様式第８号（第１０条関係） 

 


